
まえがき

　農業は政府の成長戦略のなかに位置づけられ、強い農業構造を作るための取組
みが進められています。また、社会が成熟化してより人間らしい生活を重んじる
人が増えているなかで、農業や農村のもつ価値が見直されつつあり、さらにそれ
をチャンスとした新たなビジネスに取り組む動きも増加しています。
　こうしたなか、規制緩和により企業の農業参入が行いやすくなったことを追い
風として、一般企業においても農業への関心が強まっています。また、金融機関
にとっても成長分野の１つとして、農業ビジネスへの期待が高まっています。特
に、地方の金融機関にとっては、地域資源を活用した産業であり食品加工業や観
光業などとも結びつく可能性のある農業の振興に取り組むことは、取引の拡大や
地域経済の底上げの観点からも重要です。さらに、全国紙や経済誌で毎日のよう
に農業についての特集が多く取り上げられるようになるなど、一般の方にも農業
がより身近なものとなっています。
　本書は、金融機関をはじめ農業に関心を有するすべての方が農業ビジネス業界
の基礎的な知識を広く理解するための入門書として書かれています。今般の改訂
にあたり、2020年オリンピック・パラリンピック東京大会への農産物の調達コー
ドとなっている「GAP」等をトピックとして取り上げています。本書をお読み
になることにより、農業に関わる政府の政策、業界特有のビジネス構造や近年の
動向とその背景に関する理解を深めていただくことを目指しています。

　１章では、農業ビジネス業界の現状として、農業の国内生産額や農業者の平均
所得について説明した後、農業ビジネスに関連してどのような取組みが行われて
いるかを項目ごとに述べています。
　２章では、農業は規制や補助事業などの政策による影響が大きく、ビジネスを
行ううえで無視できないものであることから、農業にまつわる基礎知識としてこ
れらの主要な政策に関する説明をしています。
　３章では、農産物の生産および流通として、主要な品目ごとに生産の現状や課
題、生産された農産物の流通構造について説明をしています。
　４章では、農業ビジネスのサプライチェーンに関わる主体について、それぞれ
の事業内容および現状や動向について述べています。
　５章では、農業ビジネス特有の会計と税務に関する項目について、適切な金融



サービスなどを提供するうえで必要となる農業経営の実態把握がより行いやすく
なるよう説明しています。
　最後に、６章では、金融機関などが農業ビジネスを支えるうえで欠かせない農
業融資について、その市場動向や特徴を述べたうえで、ABL、事業性評価融資、
各金融機関の取組みなどを説明しています。

　各章の項目は必ずしも順番に読む必要はありません。読者の皆様の関心や業務
に関連のある分野を選んで読んでいただくことをお勧めします。
　日本の農業や農村には大きな潜在力があり、開拓すべきビジネスチャンスが多
くあります。一方で、課題も多く残されている日本の農業は、今、大きな変革期
にあります。今後、日本の農業を世界に通用するような産業とするためには、こ
れまで農業への関わりが少なかった人も含めてより多くの方が農業に関する課題
の本質とその可能性を正しく認識することが重要であり、本書がその一助となる
ことを願っています。
　最後になりますが、本書の出版を企画し、編集および校正にご尽力をいただい
た経済法令研究会の菊池一男氏および北脇美保氏、成松典子氏に心よりお礼を申
し上げます。

　　　2017年４月
� 有限責任監査法人トーマツ
� 農林水産業ビジネス推進室長・JA支援室長　井上　雅彦
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農業の国内総産出額の推移
　2015年の農業の国内総産出額1）は8.8兆円であり、過去最大の11.7兆円（1984年）
から約25％減少しています（図表1-1）。これは農産物の国内生産量が輸入量の増
加などのために減少傾向にあり、販売価格も下落傾向にあることが要因でした。
しかし、2015年の農業総産出額は米を除く農産物の価格上昇などの理由により、
前年比5.2％で増加しています。
　国内総産出額の内訳は、畜産の国内産出額が35％を占めて最も多く、次に野菜
（27%）、米（17%）、果実（９%）の順となっています（図表1-2）。
　なお、2015年の農業産出額の都道府県別順位の上位は北海道（1.2兆円）、茨城
県（4,549億円）、鹿児島県（4,435億円）の順となっています。主要部門別では、
米の１位は新潟県（1,284億円）、野菜１位は北海道（2,224億円）、果実１位は青
森県（857億円）となっています。

関連産業を含めた国内生産額
　2015年における農業・食料関連産業の国内生産額は、111.8兆円です。
　国内生産額とは、生産された財およびサービスを生産者が出荷した時点の価格
（生産者価格）で評価したものです。

▶▶ 国内総産出額は減少傾向にあったが、近年は微増している

　農業の国内総産出額は、生産量の減少や価格の下落によりピーク時の
1984年から約２割減少しましたが、近年、農産物の価格高騰の影響もあり、
微増傾向になっています。

ココに 着 目

1）  農業総産出額＝Σ(品目別生産数量×品目別農家庭先販売価格）
　　 ただし、品目別生産数量は、収穫量から再び農業へ投入された種子、飼料等の数量を控除した数量であり、品目別農家庭先販

売価格は、農産物の販売に伴って交付される各種奨励補助金等を加味した価格である。
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国内
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8.8 兆円
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その他
１兆円
11%
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35%
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生産額計
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１次産業としての農業だけではなく、関連産業も含めた農業ビ
ジネス全体を捉えることにより、ビジネスの機会が拡大する。

●図表1-1　農業の国内総産出額の推移（2015年）

※その他は、花き、麦類、雑穀、豆類、いも類、工芸農産物、加工農産物、その他耕種
（出所）農林水産省「平成27年農業総産出額及び生産農業所得（全国）」をもとにトーマツが作成
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●図表1-2　農業の国内総産出額の構成
　　　　　 （2015年）

（出所） 農林水産省「平成27年農業総産出額及
び生産農業所得（全国）」をもとにトー
マツが作成

　財については、各品目の生産量に生
産者価格を乗じて算出しており、サー
ビスについては売上高を、公共事業に
ついては費用額（土地取得にかかる費
用を除く）を計上しています。
　なお、「農業」部門の国内総生産額
については、農業総産出額と同様に、
農産物の販売に伴って交付される各種
奨励補助金等を含んでいますが、農業
サービス（稲作共同育苗、青果物共同
選果等）および中間生産物（自家採取
種苗、自給牧草等）を含み、加工農産
物を含まないという点において、農業
総産出額とは推計対象が異なります。
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農家の平均所得1）

　2015年の日本の農家の１経営体あたりの平均所得は496.0万円であり、そのう
ち農業所得（農業経営によって得られた総収入から農業経営に要した一切の経費
を差し引いた額）が152.7万円、農外所得（農業以外の事業所得）が147.2万円、
年金等収入が194.6万円、農業生産関連事業所得が1.5万円となっています。これは、
農産物の販売を目的とする農業経営者133万戸のうち、農業所得を主とする主業
農家2）の割合が22%であり、農外所得を主とする準主業農家3）や副業的農家4）が
大半を占めることによります。
　なお、主業農家の農業所得の平均は558.3万円となっています。農外所得や年
金等収入などを加えた主業農家の総所得の平均は703.7万円となり、日本の１世
帯あたりの平均所得541.9万円5）を上回っています。

農家の総所得
（平均）496.0（万円）＝ 農業所得

152.7 ＋ 農外所得
147.2 ＋ 年金等収入

194.6 ＋
農業生産関連
事業所得

1.5

主業農家の総所得
（平均）703.7（万円）＝ 農業所得

558.3 ＋ 農外所得
42.5 ＋ 年金等収入

102.2 ＋
農業生産関連
事業所得

0.7

▶▶ 農外所得を主とする農家が大半を占める

　日本の農家の平均農業所得は152.7万円ですが、これは、農家のうち農
業により生計を立てている主業農家の割合が少ないためです。主業農家の
平均農業所得は558.3万円となり、日本の１世帯あたりの平均所得を上
回っています。また、営農類型別に平均農業所得は異なっており、経営規模
の拡大が進んでいる農産物ほど平均農業所得も高くなる傾向にあります。

ココに 着 目
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営農類型別の平均農業所得6）

　2015年の営農類型別の平均農業所得をみると、水田作が最も低く、養豚が最も
高くなっています（図表1-3）。

　水田作の農業所得が低いのは、稲作農家のうち、主業農家の割合が18.1%と低く、
平均作付面積が2.56ha7）と経営規模が小さいことが理由です。主業農家に限ると
水田作の農業所得は442.9万円となっています。
　畜産経営は規模拡大による生産の合理化が進んでおり、平均農業所得はほかの
営農類型と比べて高い傾向にあります。養豚経営の所得は、2014年以降急激に上
昇し、2010年は657.9万円だった所得が、2015年には1,348.7万円と、約２倍になっ
ています。その要因の１つには、牛肉高により豚肉の需要が高まり小売価格が高
騰したことが挙げられます。肉用牛の繁殖牛経営の所得は、子牛価格の高騰によ
り2010年の126.9万円と比較して約３倍の375.6万円になっています。肉用牛の肥
育牛経営の所得についても、年ごとの変動は大きいものの、増加傾向にあるとい
えます。

生産の規模拡大が進んでいる農家の農業所得は高くなる傾向に
ある。

1）農林水産省「農業経営統計調査　平成27年　個別経営の経営形態別経営統計」
2） 農業所得が主（所得の50%以上が農業所得）で、１年間に自営農業に60日以上従事している65歳未満の世帯員がいる農家
3） 農外所得が主（所得の50％未満が農業所得）で、1年間に自営農業に60日以上従事している65歳未満の世帯員がいる農家
4） １年間に自営農業に60日以上従事している65歳未満の世帯員がいない農家
5）厚生労働省「平成27年　国民生活基礎調査」
6）農林水産省「農業経営統計調査　平成27年　個別経営の営農類型別経営統計」
7） 農林水産省「2015年農林業センサス」

1,600
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0
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●図表1-3　営農類型別の平均農業所得（2015年）

（出所） 農林水産省「農業経営動体調査 平成27年 個別経営の営農類型別経営統計」をもとにトーマツが作成
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